
芦屋市無電柱化推進条例の骨子（案） 

１ 制定しようとする背景と目的                          

道路上にある電柱や電線は，道路の通行を妨げ，良好な都市景観を損ねているだけでな

く，自然災害では，避難や救急活動に支障が生じています。無電柱化を図ることで，安全

で安心な道路空間を構築し，良好な都市景観を形成していくことが，望まれています。 

平成２８年１２月１６日に「無電柱化の推進に関する法律」が定められ，無電柱化を推

進する上での目的・責務・役割分担が明確に定められました。 

本市においても，国際文化住宅都市として，良好な住環境の向上を目指し，都市防災機

能の強化、通行空間の安全性・快適性の向上、良好な都市景観の形成を図るため、無電柱

化の推進に関し、基本理念を定め、市及び関係事業者の責務等を明らかにし、並びに無電

柱化の推進に関する計画の策定その他の必要な事項を定めることにより、無電柱化の推進

に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するため，本条例を制定することとしまし

た。 

２ 定義                                     

骨子（案）では，次のとおり定義します。 

① 無電柱化 

 電線を地下に埋設することその他の方法により，電柱又は電線の道路上における設置

を抑制し，及び道路上の電柱又は電線を撤去することをいいます。 

② 道路 

 道路法第２条第１項に規定する道路で，市が管理するものをいいます。 

③ 関係事業者 

 道路上の電柱又は電線の設置又は管理を行う事業者をいいます。 

④ 開発行為 

 都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為をいいます。 

３ 骨子（案）の概要                               

（１）基本理念 

無電柱化の推進は、無電柱化の重要性に関する市民の理解と関心を深めつつ、国、県、

市及び関係事業者の適切な役割分担の下に行われなければならない。 

無電柱化の推進は、地域住民の意向を踏まえつつ、地域住民が誇りと愛着を持つことの

できる地域社会の形成に資するよう行われなければならない。 
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（２）責務等 

市は、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に策定し、実施します。 

関係事業者は，電柱又は電線の道路上における設置の抑制及び道路上の電柱又は電線の

撤去を行い、市と連携して技術開発を行うものとします。 

市民は、無電柱化の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、市の施策に協力する

よう努めるものとします。 

（３）無電柱化推進計画 

市は、無電柱化の推進に関する基本方針や目標，施策を定めた計画を，関係事業者や市

民の意見を聴き，定めます。 

（４）無電柱化の推進に関する施策 

① 市民の理解及び関心の増進 

市は，無電柱化の重要性に関する市民の理解と関心を深めるよう、広報活動及び啓発

活動の充実等を行います。 

② 道路の占用の禁止 

    市は，道路法第３７条第１項の規定による道路の占用の禁止又は制限等を行います。 

   特に，芦屋川特別景観地区内の主要な道路については，関係事業者に対し，道路を

占用しないよう求めます。 

③ 無電柱化を推進する地区 

市は，南芦屋浜地区（陽光町，海洋町，南浜町，涼風町の全域）において，公有地の

無電柱化を進めます。また，将来公共の財産になる土地を整備するときは，土地所有

者において無電柱化を図るものとします。 

④ 電柱又は電線の設置の抑制及び撤去 

関係事業者は、道路事業や市街地開発事業等の実施の際，これらの事業の状況を踏ま

え，電柱又は電線を道路上において新たに設置しないものとします。また，道路上の

既設電柱又は電線の撤去を当該事業の実施と併せて行うことができるときは、当該電

柱又は電線を撤去するものとします。 

⑤ 開発行為による道路新設 

市は，開発行為により道路の新設が行われる場合には，その開発者に対し電柱及び電

線を道路上において新たに設置しないよう求めます。 



⑥ 調査研究、技術開発等の推進等 

市及び関係事業者は、無電柱化の迅速な推進及び費用の縮減を図るための方策等に関

する調査研究、技術開発等の推進及びその成果の普及に必要な措置を講じます。 

⑦ 関係者相互の連携及び協力 

市、関係事業者その他の関係者は、無電柱化に関する工事の効率的な施工等のため、

相互に連携を図りながら協力を図るものとします。 


